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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第105期
第３四半期
連結累計期間

第106期
第３四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 （百万円） 331,331 383,551 521,283

経常利益 （百万円） 22,216 26,794 42,491

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 14,573 18,980 28,844

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,896 29,713 24,107

純資産額 （百万円） 434,074 473,243 450,265

総資産額 （百万円） 576,795 616,902 634,064

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 67.17 87.49 132.95

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.1 76.5 70.8

 

回次
第105期
第３四半期
連結会計期間

第106期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 31.43 40.36

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】
（注）１ 記載金額は消費税等抜きの金額で表示している。

２ 百万円未満の端数を切捨てて表示している。

 

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はない。なお、重要事象等は存在していない。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、輸出が弱含むなかで、製造業を中心に弱さが一段と増してい

るものの、雇用情勢の改善や個人消費の持ち直しなどを背景に、景気は緩やかな回復基調で推移した。

建設業界においては、民間設備投資は緩やかな増加傾向で推移し、首都圏における再開発事業などの大型工事が

本格化する一方、技能労働者の不足や資材価格の上昇により、経営環境に厳しさが残った。

このような景況下、当社グループは2017年度から2020年度までの４年間の中期経営計画を策定し、強い事業基盤

の確立、更なる生産性向上、労働環境の改善と従業員の満足度向上を図るべく、事業活動を展開している。

 

ア）経営成績

 当社グループの完成工事高は、前第３四半期連結累計期間に比べ522億１千９百万円増加し、3,835億５千１百万

円（前年同期比15.8％増）となった。営業利益は、前第３四半期連結累計期間に比べ47億６百万円増加し、248億

３千７百万円（前年同期比23.4％増）となった。経常利益は、前第３四半期連結累計期間に比べ45億７千８百万円

増加し、267億９千４百万円（前年同期比20.6％増）となった。親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第３四

半期連結累計期間に比べ44億７百万円増加し、189億８千万円（前年同期比30.2％増）となった。完成工事高、営

業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益とも前年同期実績を上回った。

 

イ）財政状態

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ372億３千８百万円減少し、3,582億５千７百万円（前年度末比9.4％減）

となった。減少の主なものは、受取手形・完成工事未収入金等で、売上債権の回収が順調に進んだことが要因であ

る。手元資金（現金及び現金同等物）は、20億１千３百万円増加し、1,492億４百万円となった。手元資金の増加

は、売上債権の回収等が、仕入債務や法人税、配当金の支払い、長期預け金の支出等を上回ったことが主な要因で

ある。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ200億７千６百万円増加し、2,586億４千４百万円（前年度末比8.4％増）

となった。有形固定資産は、１億３千８百万円減少し、974億４千３百万円となった。投資その他の資産は、前連

結会計年度末に比べ201億１百万円増加し、1,587億３千６百万円となった。長期預け金の増加や確定拠出年金制度

への一部移行に伴う退職給付に係る資産の増加が主な要因である。

これらの結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ171億６千２百万円減少し、6,169億２百万円（前年度末比

2.7％減）となった。

 

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べ369億７千９百万円減少し、1,171億４千７百万円（前年度末比24.0％減）

となった。減少の主な要因は、材料費等の仕入債務の支払いが進んだことによる支払手形・工事未払金等の減少と

法人税等の支払いによる未払法人税等の減少による。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ31億５千９百万円減少し、265億１千１百万円（前年度末比10.6％減）と

なった。確定拠出年金制度への一部移行に伴う退職給付に係る負債の減少が主な要因である。

これらの結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ401億３千９百万円減少し、1,436億５千９百万円（前年度

末比21.8％減）となった。
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（純資産）

株主資本は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による増加、株主配当による減少等の結果、前連結会計

年度末と比べ122億５千２百万円増加し、4,298億９千９百万円となった。その他の包括利益累計額は、確定拠出年

金制度への一部移行に伴う退職給付に係る調整累計額の増加等により、前連結会計年度末と比べ107億６千８百万

円増加し、422億３千４百万円となった。

また、非支配株主持分は11億９百万円となった。

これらの結果、純資産は、前連結会計年度末に比べ229億７千７百万円増加し、4,732億４千３百万円（前年度末

比5.1％増）となった。なお、自己資本比率は、前連結会計年度末より5.7ポイント上昇し、76.5％となった。

 

(2）経営方針・経営戦略等

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について、重要な変更は

ない。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はない。

 

(4）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、３億９千３百万円である。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性のある要因は、経済状況の変化や得意先の倒産等による不

良債権の発生などが考えられるが、市場の変化や得意先のニーズに迅速かつ適切に対応してリスク回避に努めてい

く。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資本政策の基本方針は、営業利益拡大により強固な財務体質を維持しつつ、資本の有効利用を

踏まえ、成長部門への投資を機動的に実行していく等、積極的な事業展開を図り、更なる株主価値の維持・向上を

目指すことである。また、資金調達については、円滑な事業活動のために必要な水準の流動性の確保と財務の健全

性及び安定性を維持し、事業展開に伴う資金需要に対して機動的に対応することとしている。

重要な資本的支出として、経営の合理化、施工の機械化などに伴い、事務所の改修、機械設備などの更新を計

画及び実施している。

資本の財源について、当社グループは、主に自己資金及び営業活動によるキャッシュ・フローにより、必要資

金を調達している。

資金の流動性について、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末より20

億１千３百万円増加し、1,492億４百万円となった。この現金及び現金同等物は主に円建ての普通預金、定期預金

及び有価証券（譲渡性預金）であり、当社グループの事業活動に必要な流動性を十分に満たしていると認識してい

る。

また、当第３四半期連結会計期間末の株主資本は、4,298億９千９百万円となり、前連結会計年度末と比較し、

122億５千２百万円増加した。自己資本比率については、前連結会計年度末より5.7ポイント上昇し76.5％となっ

た。

以上のような資本及び資金の状況から判断すると、当社グループの財務の健全性は十分確保されており、現時点

においては当社グループの円滑な事業活動を行う上で、大きな支障はないと認識している。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

 

EDINET提出書類

株式会社きんでん(E00075)

四半期報告書

 4/16



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2019年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 218,141,080 218,141,080
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株で

ある。

計 218,141,080 218,141,080 － －

（注） 1944年８月26日設立時の現物出資額 2,360株（建物・機械・工具：118千円）

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項なし。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項なし。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2019年10月１日～

2019年12月31日
－ 218,141,080 － 26,411,487 － 29,657,255

 

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（６）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日である2019年９月30日の株主名簿により記載している。

 

①【発行済株式】

    2019年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,190,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 216,837,500 2,168,375 －

単元未満株式 普通株式 113,180 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  218,141,080 － －

総株主の議決権  － 2,168,375 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株含まれている。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれている。

     ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式７株、株式会社証券保管振替機構名義の株式81株

がそれぞれ含まれている。

 

②【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社きんでん

大阪市北区本庄東

２丁目３－41
1,190,400 － 1,190,400 0.55

計 － 1,190,400 － 1,190,400 0.55

 

 

２【役員の状況】

 該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 40,255 48,227

受取手形・完成工事未収入金等 222,123 169,190

有価証券 110,000 104,000

未成工事支出金 16,878 29,653

材料貯蔵品 1,350 1,354

その他 6,888 7,522

貸倒引当金 △1,999 △1,689

流動資産合計 395,496 358,257

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 91,836 91,576

機械・運搬具 39,358 39,993

工具器具・備品 10,868 10,943

土地 57,360 57,421

建設仮勘定 608 1,676

減価償却累計額 △102,449 △104,168

有形固定資産合計 97,582 97,443

無形固定資産 2,351 2,463

投資その他の資産   

投資有価証券 132,342 137,656

長期預け金 － 10,000

退職給付に係る資産 － 5,334

繰延税金資産 958 943

その他 6,275 5,722

貸倒引当金 △941 △919

投資その他の資産合計 138,634 158,736

固定資産合計 238,568 258,644

資産合計 634,064 616,902
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 83,908 56,621

短期借入金 15,540 16,966

未払法人税等 10,814 5,335

未成工事受入金 13,580 16,840

工事損失引当金 477 507

完成工事補償引当金 477 642

役員賞与引当金 194 －

その他 29,133 20,234

流動負債合計 154,127 117,147

固定負債   

長期借入金 － 31

繰延税金負債 2,091 7,001

役員退職慰労引当金 200 197

退職給付に係る負債 27,135 19,029

その他 243 250

固定負債合計 29,671 26,511

負債合計 183,798 143,659

純資産の部   

株主資本   

資本金 26,411 26,411

資本剰余金 29,184 29,184

利益剰余金 363,104 375,359

自己株式 △1,053 △1,056

株主資本合計 417,646 429,899

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 38,864 41,771

為替換算調整勘定 △686 △999

退職給付に係る調整累計額 △6,711 1,461

その他の包括利益累計額合計 31,465 42,234

非支配株主持分 1,153 1,109

純資産合計 450,265 473,243

負債純資産合計 634,064 616,902
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

完成工事高 331,331 383,551

完成工事原価 274,013 319,133

完成工事総利益 57,318 64,417

販売費及び一般管理費 37,187 39,580

営業利益 20,131 24,837

営業外収益   

受取利息 218 185

受取配当金 1,571 1,701

その他 848 551

営業外収益合計 2,639 2,438

営業外費用   

支払利息 149 157

その他 403 323

営業外費用合計 553 480

経常利益 22,216 26,794

特別利益   

退職給付制度改定益 － 1,603

その他 83 372

特別利益合計 83 1,975

特別損失   

固定資産除却損 44 76

投資有価証券評価損 22 68

その他 268 18

特別損失合計 334 163

税金等調整前四半期純利益 21,965 28,606

法人税等 7,359 9,685

四半期純利益 14,605 18,920

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
32 △59

親会社株主に帰属する四半期純利益 14,573 18,980
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

四半期純利益 14,605 18,920

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △6,890 2,907

為替換算調整勘定 △273 △288

退職給付に係る調整額 455 8,173

その他の包括利益合計 △6,709 10,792

四半期包括利益 7,896 29,713

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,875 29,749

非支配株主に係る四半期包括利益 21 △35
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 

 

当第３四半期連結累計期間

（自　2019年４月１日

　　至　2019年12月31日）

税金費用の算定方法 　税金費用の算定については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 

（追加情報）

(確定拠出年金制度への一部移行について)

当社は、2019年４月より確定給付企業年金制度の一部について、確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号　平成28年12月16日)を適用している。

本移行に伴う影響額は、当第３四半期連結累計期間に特別利益1,603百万円を計上している。

 

（表示方法の変更）

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において独立掲記していた営業外収益の「不動産賃貸料」、「持分法による投

資利益」及び「為替差益」は、金額的重要性が乏しく簡潔明瞭な表示にするため、第１四半期連結累計期間

より営業外収益の「その他」に含めて表示することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前第３

四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、営業外収益に表示していた「不

動産賃貸料」140百万円、「持分法による投資利益」63百万円、「為替差益」257百万円及び「その他」386

百万円は、「その他」848百万円として組み替えている。

 

前第３四半期連結累計期間において独立掲記していた営業外費用の「特別弔慰金」は、金額的重要性が乏

しく簡潔明瞭な表示にするため、第１四半期連結累計期間より営業外費用の「その他」に含めて表示するこ

ととした。この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替

えを行っている。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、営業外費用に表示していた「特

別弔慰金」62百万円及び「その他」341百万円は、「その他」403百万円として組み替えている。

 

前第３四半期連結累計期間において独立掲記していた特別利益の「固定資産売却益」、「投資有価証券売

却益」、「会員権売却益」及び「関係会社清算益」は、金額的重要性が乏しく簡潔明瞭な表示にするため、

第１四半期連結累計期間より特別利益の「その他」に含めて表示することとした。この表示方法の変更を反

映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、特別利益に表示していた「固定

資産売却益」39百万円、「投資有価証券売却益」20百万円、「会員権売却益」１百万円及び「関係会社清算

益」22百万円は、「その他」83百万円として組み替えている。

 

前第３四半期連結累計期間において独立掲記していた特別損失の「固定資産売却損」、「減損損失」、

「投資有価証券売却損」及び「会員権評価損」は、金額的重要性が乏しく簡潔明瞭な表示にするため、第１

四半期連結累計期間より特別損失の「その他」に含めて表示することとした。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、特別損失に表示していた「固定

資産売却損」１百万円、「減損損失」265百万円、「投資有価証券売却損」０百万円及び「会員権評価損」

０百万円は、「その他」268百万円として組み替えている。
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（四半期連結貸借対照表関係）
 

 保証債務

連結会社以外の会社の銀行借入等について、債務保証を行っている。

 

 
前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2019年12月31日）

BAN-BANネットワークス㈱ 20百万円 113百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

減価償却費 3,947百万円 3,971百万円

 

（株主資本等関係）
 
Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日

定時株主総会
普通株式 3,254 15.0 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金

2018年10月31日

取締役会
普通株式 3,037 14.0 2018年９月30日 2018年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日

定時株主総会
普通株式 3,471 16.0 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金

2019年10月30日

取締役会
普通株式 3,254 15.0 2019年９月30日 2019年11月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日）

報告セグメントは設備工事業（建設事業）のみであるため、記載を省略した。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年12月31日）

報告セグメントは設備工事業（建設事業）のみであるため、記載を省略した。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

 １株当たり四半期純利益               （円） 67.17 87.49

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 14,573 18,980

普通株主に帰属しない金額       （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益                   （百万円）
14,573 18,980

普通株式の期中平均株式数         （千株） 216,952 216,950

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
 

（重要な後発事象）

(自己株式の取得及び消却)

当社は、2020年１月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき自己株式を取得すること及びその取得に係る事項について決議するとともに、

同法第178条の規定に基づき自己株式を消却することを決議した。
 

１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行し、資本効率及び株主価値の向上を図るため。

 
２．取得に係る事項の内容

（1）取得対象株式の種類　　当社普通株式

（2）取得し得る株式の総数　12,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合5.53％）

（3）株式の取得価額の総額　200億円（上限）

（4）取得期間　　　　　　　2020年２月３日～2021年１月29日

（5）取得方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付け

なお、市場動向等により一部又は全部の注文の執行が行われない場合がある。

 

３．消却に係る事項の内容

（1）消却する株式の種類　　当社普通株式

（2）消却する株式の総数　　上記２.に基づき取得する自己株式の全株式と2019年12月31日時点で保有する自

己株式の一部（1,000,000株）の合計

（3）消却予定日　　　　　　2021年２月26日

 

（ご参考）

2019年12月31日時点の自己株式の保有状況

発行済株式総数（自己株式を除く）　　216,949,706株

自己株式数　　　　　　　　　　　　　　1,191,374株
 

 

２【その他】

 中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

（1）決議年月日                             2019年10月30日

（2）中間配当金総額                            3,254百万円

（3）１株当たりの額                               15円00銭

（4）支払請求の効力発生日及び支払開始日     2019年11月29日

（注）2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

  該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

2020年２月14日

株式会社きんでん

取締役会 御中
 

ひびき監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 道   幸   靜   児   印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 池   尻   省   三   印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 藤   田   貴   大   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社きんでんの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(2019年10月１日から2019年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きんでん及び連結子会社

の2019年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以 上
 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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